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表1　新旧関税法条文構成

第1章　定義 1条～2条 （序） 1条～5条

第1節 関税の支払い 13条～18条
第2節 関税の査定 19条～24条
第3節 関税の還付 25条～31条

第1章bis　関税決定委員会 2条bis～oct 第4節 関税決定、不服申し立て 32条～49条
50条～63条

第1節 海路での輸出入 64条～85条
第2節 陸路での輸出入 86条～91条
第3節 空路での輸出入 92条～98条

第14章　代理人 106条～109条 第4節 代理人 99条～101条

第1節 トランジットおよび積み替え 102条～106条
第7章　期間超過貨物 61条～63条 第2節 未通関品 107条～110条

第1節 設置 111条～115条
第2節 運用 116条～131条
第3節 認可の停止および取り消し 132条～135条

第1節 保税地域の設置 136条～145条
第2節 保税地域内での営業許可申請 146条～150条
第3節 保税地域の恩典 151条～156条

（1954年改正部分） 12条 157条～174条

（1954年改正部分） 12条～13条 第1節 税関管轄地域 175条～177条
第4章quarter　合同検査場での税関の権限 37条sedecim～viginti 第2節 共通検査場 178条～183条

第4章bis　国境地域での税関の権限 37条bis～quinque 第4節 隣接地域 188条～191条
第4章ter　共同開発地域での税関の権限 37条sex～quindecim 第5節 共同開発地域 192条～201条
第4章　物品審査および密輸防止 14条～37条
第12章　虚偽の申告 99条
第13章　法的手続き 100条～105条
第15章　一般規則 118条～119条

258条～262条
（注）旧法（1926年関税法）下の部分改正は多数あるため、本表では本文中で言及されている箇所を記載。
（出所）関税法各種改正版

経過規定

第5章　保税倉庫、倉庫、蔵置場および認可港

第8章　沿岸取引
第9章　係留地

64条～71条
72条～86条

第3節 沿岸取引 184条～187条

第9章　罰則 202条～257条

第10章bis　保税地域 97条ter～decem

第6章　保税地域

第7章　税関職員
（なし） 第8章　特定地域における税関の権限

（2014年改正部分）
第4章　通過、積み替えおよび未通関品

第2章　港湾などの運用・指定
第10章　倉庫
第11章　保証金

3条～9条
87条～97条bis
98条

第3章　徴税
（1939年改正部分）

10条～13条4、
1939年関税法19条bis

第2章　徴税

第5章　輸入
第6章　輸出

38条～60条

第3章　物品の輸出入

旧法（1926年関税法） 新法（2017年関税法）

第14章-1　電子通関
第15章　総則

109条
110条～122条

第1章　総則 6条～12条



ジェトロ「通商弘報」添付資料

表2　関税法改正に伴う公布済み通達一覧（2017年12月25日現在）
通達内容

1 トランジットのための電子通関手続きに係る税関通達（No.139/2560）
2 積み替えのための電子通関手続きに係る税関通達（No.140/2560）

3
貿易輸送に係るタイ・ラオス間合意に基づく陸上トランジットのための税関手続きに係る税関通達
（No.141/2560）

4 期間超過貨物の税関手続きに係る税関通達（No.142/2560）
5 仏歴2530年関税令第10条に該当しない物品に係る税関通達（No.143/2560）

6
仏歴2530年関税令第12条に基づく関税削減、撤廃の基準および手続に係る税関通達
（No.144/2560）

7
関税削減および撤廃承認に先立つ貨物引き取り時に関税現金納付の代わりに銀行保証を用い
る際の基準および手続きに係る税関通達（No.145/2560）

8 ミャンマー原産品の関税免除の基準および手続きに係る税関通達（No.146/2560）
9 ラオス原産品の関税免除の基準および手続きに係る税関通達（No.147/2560）

10
タイの宝石・宝飾品フェアのために輸入された宝石・宝飾品の関税免除の基準および手続きに係
る税関通達（No.148/2560）

11 シンガポール原産品の関税免除に係る基準および手続きに係る税関通達（No.149/2560）
12 中国原産品の関税免除に係る基準および手続きに係る税関通達（No.150/2560）
13 オーストラリア原産品の関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達（No.151/2560）
14 ニュージーーランド原産品の関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達
15 インド原産品の関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達（No.153/2560）
16 日本原産品の関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達（No.155/2560）
17 ペルー原産品の関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達（No.156/2560）
18 チリ原産品の関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達（No.157/2560）
19 ASEAN原産品の関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達（No.158/2560）
20 中ASEAN FTAにおける関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達
21 日ASEAN FTAにおける関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達
22 韓ASEAN FTAにおける関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達

23
ASEANオーストラリア・ニュージーランドFTAにおける関税免除、削減に係る基準および手続きに
係る税関通達（No.162/2560）

24 ASEANインドFTAにおける関税免除、削減に係る基準および手続きに係る税関通達
25 WTOにおける関税免除、削減、増加に係る基準および手続きに係る税関通達（No.164/2560）

26
途上国間貿易特恵の枠組み（GSTP）における関税削減に係る基準および手続きに係る税関通
達（No.165/2560）

27 後発開発途上国（LDC）原産品の関税免除に係る基準および手続きに係る税関通達
28 ラオス原産品の関税免除、削減、増加に係る基準および手続きに係る税関通達（No.167/2560）
29 証明書、申告書、アカウントその他の税関関連文書の複製の申請料に係る税関通達
30 施設における通関後監査に係る税関通達（No.171/2560）
31 税関職員のIDカードに係る税関通達（No.172/2560）
32 物品サンプルを取る際の基準、手続きおよび条件に係る税関通達（No.173/2560）

33
税関監視下もしくは税関手続きを経る物品の検査の基準、手続きおよび条件に係る税関通達
（No.174/2560）

34
税関検査、逮捕、押収、没収および召喚状の発行の基準、手続きおよび条件に係る税関通達
（No.175/2560）

35 仏歴2560年関税法第29条に基づく関税還付に係る税関通達（No.177/2560）
36 一般の関税還付に係る税関通達（No.178/2560）

（出所）タイ税関ウェブサイト
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